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大規模災害時に活用することを念頭においた各種報告様式（案） 

１．様式の必要性 

 

大規模災害時においては，迅速な災害廃棄物の処理のため、被災自治体は限られた

人員・期間で様々な対応を行う必要がある。その際，関係機関（市町村，府県，関西

広域連合，国，民間団体等）どうしで各種の情報を迅速かつ正確に共有することが極

めて重要となる。 

災害時の廃棄物処理に係る情報共有に当たっては，既に所定の様式を定めている機

関が存在する一方，様式については全くの未検討である機関も見られる。また、自治

体を交えたＷＧの場では、簡便に利用できる様式を準備することが望ましいとの意見

も見られたところ。こうした状況を踏まえると、万が一の事態に備え、様式について

検討していない機関においても直ちに活用できるよう、セーフティーネットとして必

要最小限の様式を準備し，必要な情報の項目や連絡方法等について予め共有しておく

ことが望ましい。また、今後の情報伝達訓練の実施等を通じて、こうした様式の活用

に習熟することが望ましいと考えられる。 

 

２．既存の様式例 

 

災害廃棄物に関連する様式ついて、近畿ブロック内のものとしては，「大阪府災害

廃棄物処理計画」に基づく様式，「兵庫県災害廃棄物処理の相互応援に関する協定」

に基づく様式，また関連するものとして関西広域連合の「関西広域応援・受援実施要

綱」に定められた様式が存在する。 

また，近畿ブロック以外では，環境省本省のほか，中部ブロック協議会の「災害廃

棄物中部ブロック広域連携計画」において定められた様式がある。 

これらの様式は概ね，「被災状況等の把握・共有」「関係者との連携体制の確立」

「緊急性の高い災害廃棄物等の処理」に分類される。 

大阪府の様式は，「被害状況等の把握・共有」が多いが，し尿処理体制については

「関係者との連携体制の確立」も同じ様式に内容として含み，「緊急性の高い災害廃

棄物等の処理」としては各対策の実施状況の確認の様式がある。兵庫県は，「関係者

との連携体制の確立」として応援要請と応援内容の報告の様式がある。関西広域連合

は，災害対策全般に共通して使用する様式として， 「被災状況等の把握・共有」と「関

係者との連携体制の確立」の様式がある。環境省本省の様式は，「被災状況等の把握・

共有」に特化したものとなっている。一方，中部ブロック協議会は，いずれの内容も

含む包括的なものとなっている。（個別の様式は，参考資料１参照） 

 

 

 

資料６ 
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【既存の様式】・・ 被害状況等の把握・共有 

 
※いずれの様式もＷｏｒｄやＥｘｃｅｌで作成されたものであるが，情報伝達の手段（メ

ール，ＦＡＸ等）については明記されていない。 
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【既存の様式】・・・ 関係者との連携体制の確立 

 
※いずれの様式もＷｏｒｄやＥｘｃｅｌで作成されたものであるが，情報伝達の手段（メ

ール，ＦＡＸ等）については明記されていない。 

 



4 

 

【既存の様式】・・・ 緊急性の高い災害廃棄物等の処理 

 

※いずれの様式もＷｏｒｄやＥｘｃｅｌで作成されたものであるが，情報伝達の手段（メ

ール，ＦＡＸ等）については明記されていない。 
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３．様式作成の考え方と情報伝達の方法 

(1) 情報伝達の種類と伝達上の特性  

情報を伝達する主な媒体として，電話，電子メール，ＦＡＸがあるが，災害発生時

におけるそれぞれの特性を簡単に比較整理した。 

いずれの媒体も一長一短があることから，災害発生時に用いる望ましい媒体を提示

しつつもそれに固執せず、その場の状況に応じ最善の媒体を模索するといった柔軟性

が必要となると考えられる。 

 

図表 1 情報伝達媒体の特性比較 

災害時における利点 災害時における欠点 その他留意事項 

電
話 

【固定電話】 

○通話電力は電話回線か

ら供給されるため停電

時でも使用可 

【携帯電話】 

○災害現場から直接連絡

が可能 

●輻輳を起こしやすい 

●被災自治体につながり

にくい 

●通信規制がかかれば繋

がりにくくなる。 

●伝言内容が長文である，

複雑であるなどの場合

は適さない 

●聞き間違い，言い間違い

の可能性がある 

メ
ー
ル 

【パソコンメール】 

○通信機能付きＰＣであ

れば出先でも使用可 

○添付ファイルによる情

報伝達が可能 

 

【携帯メール】 

○災害時は通話よりも比

較的通信が成功しやす

い。 

○複数同時伝達が可能 

【パソコンメール】 

●災害時は代表メール宛

となるため，着信認知に

時間を要する可能性あ

り 

●各組織のセキュリティ

強化のためパスワード

つきファイルの送受信

や解凍などに時間を要

する場合がある 

【携帯メール】 

●通信規制がかかれば通

話同様繋がりにくくな

る。 

【パソコンメール】 

●長期にわたって通信が

寸断される場合、メール

を送りすぎると、相手側

のメールボックスが不

足する事がある。 

 

【携帯メール】 

○LINEを活用できれば、複

数の対象者に経過も含

め情報共有が可能 

Ｆ
Ａ
Ｘ 

○現場で得られた情報を

そのまま送信可能 

●停電時には利用不可 ●通常の利用頻度が減っ

ており，職員数に比して

設置台数が少なくなっ

ている 

●設置場所が離れている

などにより受信に気が

付きにくい場合がある 

●送信解像度によっては

読みづらくなる（複数回

使用するたびに文字が

読みづらくなる） 
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(2) 様式の作成にあったっての考え方 

 

◎機関間の様式を作成する 

市町村－府県、府県－民間団体、など、異なる機関間での情報伝達の様式を定め

る。同一機関内（例：市の清掃工場－市の本庁舎）については、ここでは対象とし

ない。 

 

◎既存の様式を極力活用する 

既に所定の様式を定めている機関では引き続き当該様式を活用する一方，様式を

定めていない機関を中心に本様式を活用することを念頭に置く。また，様式の内容

は，既存の様式の項目と可能な限り整合がとれるものとする。 

 

◎できるだけ簡潔にする 

ＷＧでは、様式の必要性は認められる一方で，極力簡潔なものにする方が望まし

いとの意見が出された。このことを踏まえ，様式の種類や記載する情報は必要最小

限のものとする。 

 

◎送付手段は電子メールを中心としつつも、その他の媒体の活用も妨げない 

情報伝達の手段としては，主に電話，ファックス，電子メールがあるが，一定の

情報量のある場合は，電子メールによる情報伝達を中心とする。一方，緊急を要す

る場合でかつ短い内容の場合や、インターネット回線が遮断されている場合など、

状況に応じて電話やfaxを使用するなど，臨機応変にその他の伝達手段を使用するこ

ととする。 

 

◎電子メール本文へ記載できるものとする 

近年，各組織における電子メールに対するセキュリティ強化のため，添付ファイ

ルを開くのに一定の手順が必要，送付の際には必ずパスワードを付する，特定のパ

ソコンでしかパスワードを解除できない，などの対策がなされており，添付ファイ

ルによる迅速な情報のやり取りをしにくくなっている。 

このため，様式としてはできる限り（とりわけ発災直後），記載内容をメール本

文に直接記入できる様式とする。 
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４．行動計画の「標準的な手順」をもとにした伝達・共有情報の内容 

 

「近畿ブロック大規模災害廃棄物対策行動計画（以下，行動計画）」では，災害発

生後の組織の立ち上げ ～ 被災状況の把握 ～ 本格的な災害廃棄物処理について，「近

畿ブロックにおける大規模災害廃棄物の処理に関する標準的な手順（以下，標準的な

手順）」を定めている。 

３（２）の考え方を踏まえ，この標準的な手順をもとに，伝達や共有が必要な情報

を抽出した。（詳細は，参考資料２参照。） 

図表 2 大規模災害時に伝達・共有が必要な情報 

行動計画に 

記載されている項目 
様式の送付元・送付先 伝達や共有が必要な情報 

11 

12 

14 

15 

１．災害廃棄物処理体

制の確立 

（２）被災状況等の

把握・共有 

被災市町村→被災府県→

国 

・被害状況（人，住家，避難） 

・一般廃棄物処理施設被害状

況 

・産業廃棄物処理施設被害状

況 

協定締結事業者→協定締

結自治体 

・協定締結事業者被害状況 

20 

27 

28 

30 

（３）関係者との連

携体制の確立 

被災市町村→被災府県→

応援府県又は国 

被災市町村→応援市町村 

・応援要請 

応援府県又は国→被災府

県→被災市町村 

応援市町村→被災市町村 

・応援要請に対する回答 

49 

54 

60 

２．緊急性の高い災害

廃棄物等の処理 

（２）仮設トイレ等

のし尿の収集

運搬，処理 

（３）避難所ごみの

収集運搬，処

理 

（４）生活ごみの収

集運搬，処理 

（５）片づけごみ等

の収集運搬，

処理 

被災市町村→被災府県→

応援府県又は国 

被災市町村→応援市町村 

・応援要請（収集・運搬，処

理等） 

応援府県又は国→被災府

県→被災市町村 

応援市町村→被災市町村 

・応援要請に対する回答 

被災市町村→被災府県→

応援府県又は国 

被災市町村→応援市町村 

・その他職員の応援要請（災

害廃棄物処理事務、災害廃

棄物専門家等（土木系技術

者等）、ボランティア） 

応援府県又は国→被災府

県→被災市町村 

応援市町村→被災市町村 

・応援要請に対する回答 

※左端の番号は、行動計画の標準的な手順の番号を示す 
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これらを踏まえると、以下の５つの様式が考えられる。 

① 「被災状況等の把握・共有」に関する様式 

 

番号 様式名 送付元・送付先 

様式１ 廃棄物処理施設被害状況報告 被災市町村→被災府県 

様式２ 
災害等廃棄物処理事業及び廃棄物処

理施設の被災状況について 
被災府県→国（近畿地方環境事務所） 

様式３ 協定締結事業者被害状況報告 協定締結事業者→協定締結自治体 

 

② 「関係者との連携体制の確立」に関する様式及び「緊急性の高い災害廃棄物等の処理」

に関する様式 

 

番号 様式名 送付元・送付先 

様式４ 応援要請書及び回答書 

（応援要請の時） 

被災市町村→応援市町村又は被災府

県 

被災府県→応援府県又は国（近畿地

方環境事務所） 

（回答の時） 

応援府県又は国→被災府県 

応援市町村又は被災府県→被災市町

村 

様式５ 
応援要請書及び回答書（協定締結事

業者） 

（応援要請の時） 

協定締結自治体→協定締結事業者 

（回答の時） 

協定締結事業者→協定締結自治体 
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５．様式案 

〔様式１：廃棄物処理施設被害状況報告〕 

（府県担当課）御中 

    次報告       報告日時：   年   月   日   時   分 

 

自治体名：       ，部署名：             

担当者名：       ，連絡先：                      

 

【災害等廃棄物処理事業】 

１．事業区分： ごみ処理 ， し尿処理   

２．災害廃棄物集積所数：       ヶ所 

３．仮置場数：       ヶ所 

  仮置場所在地名称（住所）：                      

                                     

                                     

４．災害廃棄物量：       トン・キロリットル・立米 

５．事業費見込額：       千円 

６．被害及び処理の状況等 

                                        

 

【廃棄物処理施設の被害】 

●施設名：                      

  規模：       トン／日 

  建設年度： 平成    年度～    年度  

  復旧見込額：       千円 

  稼働状況：運転中  停止  その他（          ） 

人的・物的被害及び復旧の状況等 

                                        

 

【浄化槽（市町村設置型）の被害       市町村】 

●施設名：                      

  規模：       トン／日 

  建設年度： 平成    年度～    年度  

  復旧見込額：       千円 

  稼働状況：運転中  停止  その他（          ） 

人的・物的被害及び復旧の状況等（自由記述） 

                                        

※とりわけ発災直後は，記入できる部分のみに記入するほか，Ｗｏｒｄなどのファイル

形式ではなく，メールの本文に直接記載する（受信者側のメールセキュリティ対策に

よる添付ファイル処理の手間をなくすため） 

※送信者，受信者は，ぞれぞれ出力して管理する（送受信日時等も出力する） 
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〔様式２：災害等廃棄物処理事業及び廃棄物処理施設の被災状況について〕 
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〔様式３：協定締結事業者被害状況報告〕 

（府県・市町村担当課）御中 

 

    次報告     報告日時：   年   月   日   時   分 

 

組織名 ：              ，部署名：             

担当者名：       ，連絡先：                     

 

【会員事業者被害状況報告】 

 被害状況 

 

 

 

 

 稼働状況 

 

 

 

 

 備考 

 

 

 

 

※とりわけ発災直後は，記入できる部分のみに記入するほか，Ｗｏｒｄなどのファイル

形式ではなく，メールの本文に直接記載する（受信者側のメールセキュリティ対策に

よる添付ファイル処理の手間をなくすため） 

※送信者，受信者は，ぞれぞれ出力して管理する（送受信日時等も出力する） 
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〔様式４：応援要請書及び回答書〕 

（担当課）御中 

 

自治体名：       ，部署名：             

担当者名：       ，連絡先：                     

 

 

【災害廃棄物処理等に係る応援要請】 

  年   月   日に発生した災害に伴う廃棄物等の処理等に係る応援を以下

のとおり要請します。 

 

１．要請日時：   年   月   日   時   分 

 

２．応援要請内容 

《人員》(事務系，廃棄物系技術者，土木系技術者等ごとに概ねの期間や人数を記載) 

 

 

《車両・資機材》(ごみ収集運搬車両，し尿収集運搬車両，その他車両，仮設トイレ

等ごとに，概ねの期間や台数を記載) 

 

 

《処理等》（被災市外での処理等について，概ねの期間や処理量等を記載） 

 

 

（担当課）御中 

自治体名：       ，部署名：             

担当者名：       ，連絡先：                     

 

【災害廃棄物処理等に係る応援要請に対する回答書】 

 応援要請に対して，以下のとおり回答します。 

 

１．回答日時：   年   月   日   時   分 

 

２．応援内容 

《人員》(事務系，廃棄物系技術者，土木系技術者等ごとに概ねの期間や人数を記載) 

 

 

《車両・資機材》(ごみ収集運搬車両，し尿収集運搬車両，その他車両，仮設トイレ

等ごとに，概ねの期間や台数を記載) 

 

 

《処理等》（被災市外での処理等について，概ねの期間や処理量等を記載） 

 

 

※緊急を要する場合や詳細な情報を整理する時間的な余裕のない場合などは，第一報と

して電話で応援要請を行い，その後，上記の様式を活用し要請する 
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〔様式５：応援要請書及び回答書（協定締結事業者）〕 

（担当課）御中 

自治体名：       ，部署名：             

担当者名：       ，連絡先：                     

 

【災害廃棄物処理等に係る応援要請】 

 

  年   月   日に発生した災害に伴う廃棄物等の処理等に係る応援を以下

のとおり要請します。 

 

１．要請日時：   年   月   日   時   分 

 

２．協定名：                           

  （協定未締結の場合は，「未締結」と記載） 

 

３．応援要請内容 

《人員》(事務系，廃棄物系技術者，土木系技術者等ごとに概ねの期間や人数を記載) 

 

《車両・資機材》(ごみ収集運搬車両，し尿収集運搬車両，その他車両，仮設トイレ

等ごとに，概ねの期間や台数を記載) 

 

《その他》 

 

 

（担当課）御中 

団体名：               ，部署名：             

担当者名：       ，連絡先：                     

 

【災害廃棄物処理等に係る応援要請に対する回答書】 

 応援要請に対して，以下のとおり回答します。 

 

１．回答日時：   年   月   日   時   分 

 

２．応援内容 

《人員》(事務系，廃棄物系技術者，土木系技術者等ごとに概ねの期間や人数を記載) 

 

《車両・資機材》(ごみ収集運搬車両，し尿収集運搬車両，その他車両，仮設トイレ

等ごとに，概ねの期間や台数を記載) 

 

《その他》 

 

※緊急を要する場合や詳細な情報を整理する時間的な余裕のない場合などは，第一報と

して電話で応援要請を行い，その後，上記の様式を活用し要請する 





 
 
 
 

参考資料１ 

既存の様式例 

 
 
 
 
 
 
 





 
 
 
 

参考資料１―① 

環境省 様式 
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別紙様式 

災 害 等 廃 棄 物 処 理事 業 及 び 廃 棄 物 処理 施 設 の 被 災 状 況に つ い て 
都道府県名：      部署名：          担当者名：      連絡先：              

１．災害等廃棄物処理事業                                                                 平成○年○月○日 △△：▽▽現在 

被害をもたらした災害等 

（災害等の名称、日付） 
市町村名 

事業区分 

(ごみ処理、し尿処理、漂着ごみ) 

災害廃棄物 

集積所数 
仮置き場数 仮置き場所在地名称 

災害廃棄物量 

（t、㎘、㎥） 

事業費見込額 

（千円） 
被害及び処理の状況 

台風○号 

（平成 年 月 日） 

○○市 ごみ処理 ５ １ 
○○町１－２ 

○○公園運動場 
１００ｔ １，０００ 

【被害】全壊○○棟、半壊○○棟、床上浸水○○棟、床下浸水□□棟 

【仮置場設置期間】○月○日～○月○日 

【受入期間】○月○日～○月○日 

【処理】仮置場において災害等廃棄物の分別や前処理を行う予定。 

    可燃ごみ：○○市クリーンセンター 

    不燃ごみ：○○市最終処分場 

□□町 し尿処理    １００㎘    ４００ 

【被害】全壊○○棟、半壊○○棟、床上浸水○○棟、床下浸水□□棟 

【収集期間】○月○日～○月○日 

【処理】○○市汚泥再生処理センター 

        

 

２．廃棄物処理施設の被害 

被害をもたらした災害等 

（災害等の名称、日付） 
市町村名 施  設  名 規  模 建設年度 

復旧見込額 

（千円） 
稼働状況 人的・物的被害及び復旧の状況等 

台風○号 

（平成 年 月 日） 

 

 

○○市 クリーンセンター○○ ○○ｔ/日 平成○年度～○年度 １０，０００ 停止中 焼却施設の煙突の損壊 

       

 

３．浄化槽（市町村設置型）の被害 

被害をもたらした災害等 

（災害等の名称、日付） 
市町村名 施  設  名 規  模 建設年度 

復旧見込額 

（千円） 
稼働状況 人的・物的被害及び復旧の状況等 

台風○号 

（平成 年 月 日） 

 

 

○○町 浄化槽（市町村設置型） ５０基 平成○年度 ４００ 停止中 
浄化槽及び排水管の破損 

浄化槽周辺の陥没 

       

※変更箇所は朱書きとすること。  





 
 
 
 

参考資料１―② 

大規模災害時廃棄物対策 

中部ブロック協議会 

様式 

 
 
 
 
 





 
 

No. 種類 様式名 ⾴
使⽤組織 

被災県
被災 

市町村
⽀援県 

⽀援 
市町村 

環境 
事務所

1 被害 
状況 

災害等廃棄物処理事業及び
廃棄物処理施設の被害状況について 1 ○ ○ ○ ○ ○ 

2-1 

資機
材⽀
援 

災害に伴う廃棄物等の処理等に係る
⽀援準備要請書 2   ○  ○ 

2-2 災害に伴う廃棄物等の処理等に係る
⽀援準備（回答・報告）書 3   ○ ○  

2-3 災害に伴う廃棄物等の処理等に係る
⽀援（要請・要請報告）書 4 ○ ○    

2-4 災害に伴う廃棄物等の処理等に係る
⽀援依頼書 5   ○  ○ 

2-5 災害に伴う廃棄物等の処理等に係る
⽀援（回答・報告・依頼）書 6   ○   

3-1 ⽀援要請整理シート（被災側） 7 ○     

3-2 ⽀援内容整理シート（⽀援側） 8   ○   

3-3 ⽀援振り分けシート 9 ○  ○   

4-1 

緊急 
処理 

緊急性の⾼い災害廃棄物等の処理等に
係る準備要請書 10 ○  ○ ○ ○ 

4-2 緊急性の⾼い災害廃棄物等の処理等に
係る準備（回答・報告）書 11   ○ ○  

4-3 緊急性の⾼い災害廃棄物等の処理等に
係る（要請・要請報告）書 12 ○ ○    

4-4 緊急性の⾼い災害廃棄物等の処理等に
係る依頼書 13   ○  ○ 

4-5 緊急性の⾼い災害廃棄物等の処理等に
係る（回答・報告）書 14   ○   

5-1 緊急処理等要請整理シート（被災側） 15 ○     

5-2 緊急処理等内容整理シート（⽀援側） 16   ○   

5-3 緊急処理等振り分けシート 17 ○  ○   

 
※本様式は、大規模災害時の廃棄物対策中部ブロック協議会で実施する「中部ブロック情報

伝達訓練」で使用する様式である。中部ブロック情報伝達訓練で扱う範囲は、「6.災害応

急対応時の広域連携の手順」としているため、「7.災害復旧・復興時の広域連携の手順」

に対応する様式は、本様式集に含まれない。「7.災害復旧・復興時の広域連携の手順」に

対応する様式は、今後の検討課題とする。 
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【資機材等支援】

様式2-1

1.発信者　　※本様式の発信者を記載。

No, 支援準備要請内容

人員派遣に関する支援

資機材に関する支援

発信日時

　※廃棄物系技術者に乗組員は含まない。車両は支援できないが乗組員の支援が可能な場合、
　　　乗組員の欄に支援可能人数を記載。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　御中

災害に伴う廃棄物等の処理等に係る支援準備要請書

　平成　　年　　月　　日に発生した災害に伴う廃棄物等の処理等に係る支援準備を、以下のとおり要請し
ます。

　※支援可能と考えられる内容を「（様式2-4）災害に伴う廃棄物等の処理等に係る支援準備回答書」で回答して下さ
い。

2

例）
　・事務系
　　（災害等廃棄物処理事業における事務要員）
　・廃棄物系技術者
　　（一般廃棄物処理施設運営経験者、廃棄物処理業務に精通した人員、
　　　災害等廃棄物処理事業の経験者）
　・土木系技術者
　　（土木及び建築に精通した人員）　　　　　等

例）
　・ごみ収集運搬車両
　　（パッカー車、ダンプトラック、ダンプトレーラー、コンテナ自動車）
　・し尿収集運搬車両
　　（バキューム車、ポンプ車）
　・その他車両
　　（フォークリフト、ブルドーザー、ユニック車、バックホウ、クレーン車、破砕機、タンクローリー車）
　・仮設トイレ等
　　（仮設トイレ（和式・様式）、マンホールトイレ、簡易トイレ）
　・薬剤、燃料　　　　等

2.支援準備要請内容

1

電話番号

ＦＡＸ番号

メールアドレス

自治体名（組織名）

部署名

担当者名

環境事務所・（幹事）支援県

環境事務所 ⇒ （幹事）支援県

（幹事）支援県 ⇒ 支援市町村または民間団体

2



【資機材等支援】

様式2-2

1.発信者　　※本様式の発信者を記載。

2.支援準備内容　※（幹事）支援県は県内の支援準備内容を集計し、支援項目、人数（人）及び数（台）のみ記入。

期間

事務系 ～

廃棄物系技術者 ～

土木系技術者 ～

～

※廃棄物系技術者に乗組員は含まない。車両は支援できないが乗組員の支援が可能な場合、乗組員の欄に支援可能人数を記載

期間 数（台） 乗組員（人）

ごみ収集運搬車両 ～

し尿収集運搬車両 ～

仮設トイレ ～

～

※県内の市町村ごとの支援準備内容は別紙（様式3-2）を参照。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　御中

災害に伴う廃棄物等の処理等に係る支援準備（　回答・報告　）書

　平成　　年　　月　　日に発生した災害に伴う廃棄物等の処理等に係る（中部地方環境事務所 ・
県）からの支援準備要請（平成　　　年　　　　月　　日付）に対し、以下のとおり（　回答・報告　）します。

発信日時

自治体名（組織名）

部署名

担当者名

電話番号

ＦＡＸ番号

メールアドレス

派遣人員 人数（人）

資機材種類

備考

支援市町村または民間団体 ⇒ （幹事）支援県（回答）

（幹事）支援県 ⇒ 環境事務所（報告）

（幹事）支援県・支援市町村または民間団体

3



【資機材等支援】

様式2-3

1.発信者　　※本様式の発信者を記載。

2.支援要請内容　　※被災県は県内の支援要請内容を集計し、支援要請項目、人数（数）及び数（台）のみ記入。

期間

事務系 ～

廃棄物系技術者 ～

土木系技術者 ～

～

※廃棄物系技術者に乗組員は含まない。

期間 数（台） 乗組員
（要○・不要×）

ごみ収集運搬車両 ～

し尿収集運搬車両 ～

仮設トイレ ～

～

備考

派遣人員

資機材種類

人数（人）

電話番号

ＦＡＸ番号

メールアドレス

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　御中

災害に伴う廃棄物等の処理等に係る支援（ 要請 ・要請報告 ）書

　平成　　　年　　　月　　　日に発生した災害に伴う廃棄物等の処理等に係る支援を、以下のとおり（ 要請
・要請報告 ）します。

　※支援可能な内容を「（様式2-2）災害に伴う廃棄物等の処理等に係る支援要請回答書」で回答して下さい。

発信日時

自治体名（組織名）

部署名

担当者名

被災市町村 ⇒ 被災県（要請）

被災県 ⇒ 幹事支援県（要請）

被災県 ⇒ 環境事務所（要請）

被災県 ⇒ 環境事務所（要請報告）

被災県・被災市町村

4



【資機材等支援】

様式2-4

1.発信者　　※本様式の発信者を記載。

2.支援要請内容　　※被災県内の支援要請内容を集計して記載。

事務系

廃棄物系技術者

土木系技術者

※廃棄物系技術者に乗組員は含まない。

ごみ収集運搬車両

し尿収集運搬車両

仮設トイレ

備考

資機材種類 数（台）

電話番号

ＦＡＸ番号

メールアドレス

派遣人員 人数（人）

自治体名（組織名）

部署名

担当者名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　御中

災害に伴う廃棄物等の処理等に係る支援依頼書

　平成　　年　　月　　日に発生した災害に伴う廃棄物等の処理等に係る（　　　　　県）からの支援要請（平成
年　　月　　日付）に対し、以下のとおり（ 貴事務所 ・ 貴県 ）に支援を要請します。

　※被災県内市町村ごとの支援要請内容は別紙（様式3-1）を参照。

発信日時

環境事務所・幹事支援県

環境事務所 ⇒ （幹事）支援県

幹事支援県 ⇒ 支援県

幹事支援県 ⇒ 環境事務所

5



【資機材等支援】

様式2-5

1.発信者　　※本様式の発信者を記載。

2.支援内容　　※県内の支援内容を集計し記入。

事務系

廃棄物系技術者

土木系技術者

※廃棄物系技術者に乗組員は含まない。

ごみ収集運搬車両

し尿収集運搬車両

仮設トイレ

備考

資機材種類

電話番号

ＦＡＸ番号

メールアドレス

派遣人員 人数（人）

数（台）

自治体名（組織名）

部署名

担当者名

発信日時

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　御中

災害に伴う廃棄物等の処理等に係る支援（ 回答・報告・依頼 ）書

　平成　　年　　月　　日に発生した災害に伴う廃棄物等の処理等に係る（　　　　　県・市・町・村）からの支
援要請（平成　　年　　月　　日付）に対し、以下のとおり（ 回答 ・報告 ）します。

※県内の市町村ごとの振り分けは別紙（様式3-3）を参照。

（幹事）支援県

幹事支援県 ⇒ 被災県（回答）

支援県 ⇒ 幹事支援県（回答）

幹事支援県 ⇒ 環境事務所（報告）

6



【資機材等支援】

【支援要請整理シート（被災側）】 様式3-1

発信日時 合計

自治体名 -

部署名 -

担当者名 -

電話番号 -

ＦＡＸ番号 -

メールアドレス -

期間 人数（人） 期間 人数（人） 期間 人数（人） 期間 人数（人） 期間 人数（人） 期間 人数（人） 人数（人）

事務系

廃棄物系技術者

土木系技術者

期間
数
（台）

乗組
員

期間
数

（台）
乗組
員

期間
数

（台）
乗組
員

期間
数

（台）
乗組
員

期間
数

（台）
乗組
員

期間
数

（台）
乗組
員

数（台）

ごみ収集運搬車両

し尿収集運搬車両

仮設トイレ

備考

発
信
者

人
材
支
援

派遣人員

資
機
材
支
援

資機材種類

7



【資機材等支援】

【支援内容整理シート（支援側）】 様式3-2

発信日時 合計

自治体名 -

部署名 -

担当者名 -

電話番号 -

ＦＡＸ番号 -

メールアドレス -

期間 人数（人） 期間 人数（人） 期間 人数（人） 期間 人数（人） 期間 人数（人） 期間 人数（人） 人数（人）

事務系

廃棄物系技術者

土木系技術者

期間
数
（台）

乗組
員

期間
数

（台）
乗組
員

期間
数

（台）
乗組
員

期間
数

（台）
乗組
員

期間
数

（台）
乗組
員

期間
数

（台）
乗組
員

数（台）

ごみ収集運搬車両

し尿収集運搬車両

仮設トイレ

備考

発
信
者

人
材
支
援

派遣人員

資
機
材
支
援

資機材種類
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【資機材等支援】

【支援振り分けシート】 様式3-3

項目

自治体名

部署名

担当者名

電話番号

ＦＡＸ番号

メールアドレス

期間 人数（人） 期間 人数（人） 期間 人数（人）

事務系

廃棄物系技術者

土木系技術者

期間
数

（台）
乗組
員

期間
数

（台）
乗組
員

期間
数

（台）
乗組
員

ごみ収集運搬車両

し尿収集運搬車両

仮設トイレ

備考

支援側被災側

発
信
者

資
機
材
支
援

資機材種類

人
材
支
援

派遣人員

9



【緊急処理等】

様式4-1

1.発信者　　※本様式の発信者を記載。

2.緊急性の高い災害廃棄物等の種類

飼料・肥料

食品

動物の死体

し尿

生活ごみ・避難所ごみ

畳

水産物

農産物

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　御中

緊急性の高い災害廃棄物等の処理等に係る準備要請書

　平成　　　年　　　月　　　日に発生した災害に伴う緊急性の高い災害廃棄物等の処理等に係る準備を、以
下のとおり要請します。

　※処理可能な内容を「（様式4-2）緊急性の高い災害廃棄物等の処理等に係る準備回答 ・報告書」で回答して下さ
い。

発信日時

　　環境事務所　　　　 　⇒　（幹事）緊急処理県・政令市（要請）
　　被災県　　　　　　　　 ⇒　環境事務所（要請）
　　（幹事）緊急処理県  ⇒　緊急的な処理市町村または民間団体（要請）

　　緊急的な処理政令市　　 ⇒　民間団体（要請）

種類

備考

電話番号

ＦＡＸ番号

メールアドレス

自治体名（組織名）

部署名

担当者名

環境事務所・被災県・（幹事）緊急処理県・緊急的な処理政令市
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【緊急処理等】

様式4-2

1.発信者　　※本様式の発信者を記載。

2.緊急的な処理等準備内容　　※（幹事）緊急処理県は県内の受入可能量を集計し、受入可能量のみ記入。

受入可能量

し尿

生活ごみ・避難所ごみ

畳

水産物

農産物

飼料・肥料

食品

動物の死体

　　緊急的な処理市町村または民間団体
　　　　　　　　　　　　　 　　 ⇒　（幹事）緊急処理県（回答）
　　緊急的な処理政令市 ⇒　（幹事）緊急処理県（回答）
　　（幹事）緊急処理県　⇒　環境事務所（報告）
　　民間団体　　　　　 　 ⇒　緊急的な処理政令市（回答）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　御中

緊急性の高い災害廃棄物等の処理等に係る準備（ 回答 ・報告 ）書

　平成　　　年　　　月　　　日に発生した災害に伴う緊急性の高い災害廃棄物等の処理等に係る準備要請
（平成　　　年　　　　月　　日付）に対し、以下のとおり（　回答・報告　）します。

　※県内の市町村ごとの準備内容は別紙（様式5-2）を参照。

発信日時

自治体名（組織名）

部署名

担当者名

種類

備考

電話番号

ＦＡＸ番号

メールアドレス

受入施設

（幹事）緊急処理県・緊急的な処理政令市・緊急的な処理市町村または民間団体

11



【緊急処理等】

様式4-3

　　　被災市町村　⇒　被災県（要請）
　　　被災県　　　　⇒　幹事緊急処理県（要請）
　　　被災県　　　　⇒　環境事務所（要請）
　　　被災県　　　　⇒　環境事務所（要請報告）

1.発信者　　※本様式の発信者を記載。

2.緊急的な処理等要請内容　　※被災県は県内の必要処理量を集計し記入。

し尿

生活ごみ・避難所ごみ

畳

水産物

農産物

飼料・肥料

食品

動物の死体

種類

自治体名（組織名）

部署名

電話番号

ＦＡＸ番号

メールアドレス

担当者名

備考

必要処理量

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　御中

緊急性の高い災害廃棄物等の処理等に係る（ 要請 ・要請報告 ）書

　平成　　　年　　　月　　　日に発生した災害に伴う緊急性の高い災害廃棄物等の処理等を、以下のとお
り（ 要請 ・要請報告 ）します。

　※県内の市町村ごとの緊急的な処理等要請内容は別紙（様式5-1）を参照。

発信日時

被災県・被災市町村
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【緊急処理等】

様式4-4

　　　環境事務所　　　　⇒　幹事緊急処理県（依頼）
　　　幹事緊急処理県　⇒　環境事務所（依頼）
　　　幹事緊急処理県　⇒　緊急処理県（依頼）

1.発信者　　※本様式の発信者を記載。

2.緊急処理等要請内容　　※被災県内の必要処理量を集計して記入。

し尿

生活ごみ・避難所ごみ

畳

水産物

農産物

飼料・肥料

食品

動物の死体

備考

種類 必要処理量

電話番号

ＦＡＸ番号

メールアドレス

自治体名（組織名）

部署名

担当者名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　御中

緊急性の高い災害廃棄物等の処理等に係る依頼書

　平成　　　年　　　月　　　日に発生した災害に伴う緊急性の高い災害廃棄物等の処理等に係る
（　　　　　　県）からの要請を、以下のとおり依頼します。

　※被災県内市町村ごとの緊急的な処理等要請内容は別紙（様式5-1）を参照。

発信日時

環境事務所・幹事緊急処理県
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【緊急処理等】

様式4-5

　　　　幹事緊急処理県　⇒　被災県（回答）
　　　　緊急処理県　　⇒　幹事緊急処理県（回答）
　　　　幹事緊急処理県　⇒　環境事務所（報告）

1.発信者　　※本様式の発信者を記載。

2.緊急処理等内容　　※緊急処理県は県内の受入可能量を集計し記入。

し尿

生活ごみ・避難所ごみ

畳

水産物

農産物

飼料・肥料

食品

動物の死体

備考

種類 受入可能量

電話番号

ＦＡＸ番号

メールアドレス

自治体名（組織名）

部署名

担当者名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　御中

緊急性の高い災害廃棄物等の処理等に係る（ 回答・報告 ）書

　平成　　　年　　　月　　　日に発生した災害に伴う緊急性の高い災害廃棄物等の処理等に係る（
県・市・町・村）からの要請（平成　　年　　月　　日付）に対し、以下のとおり（ 回答 ・報告 ）します。

　※県内の市町村ごとの振り分けは別紙（様式5-3）を参照。

発信日時

幹事緊急処理県・緊急処理県
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【緊急処理等】

【緊急処理等要請整理シート（被災側）】 様式5-1

発信日時 合計

自治体名 -

部署名 -

担当者名 -

電話番号 -

ＦＡＸ番号 -

メールアドレス -

種類 必要処理量 必要処理量 必要処理量 必要処理量 必要処理量 必要処理量 必要処理量

し尿

生活ごみ・避難所ごみ

畳

水産物

農産物

飼料・肥料

食品

動物の死体

備考

発
信
者

緊
急
処
理
が
必
要
な
災
害
廃
棄
物
等
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【緊急処理等】

【緊急処理等内容整理シート（支援側）】 様式5-2

発信日時 合計

自治体名 -

部署名 -

担当者名 -

電話番号 -

ＦＡＸ番号 -

メールアドレス -

種類 受入可能量 受入施設 受入可能量 受入施設 受入可能量 受入施設 受入可能量 受入施設 受入可能量 受入施設 受入可能量

し尿

生活ごみ・避難所ごみ

畳

水産物

農産物

飼料・肥料

食品

動物の死体

備考

発
信
者

緊
急
処
理
が
必
要
な
災
害
廃
棄
物
等
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【緊急処理等】

【緊急処理等振り分けシート】 様式5-3

項目

自治体名

部署名

担当者名

電話番号

ＦＡＸ番号

メールアドレス

種類 必要処理量 受入可能量 受入施設 受入可能量 受入施設

し尿

生活ごみ・避難所ごみ

畳

水産物

農産物

飼料・肥料

食品

動物の死体

備考

発
信
者

緊
急
処
理
が
必
要
な
災
害
廃
棄
物
等

被災側 支援側
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資料６　震災等災害及び緊急時連絡記録表

記 録 者 名

受 信 日 時 等 平成 年 月 日 （　　　） 　　　：

団 体 名

施 設 名 （ 種 類 ）

相 手 の 氏 名 【参考】他の連絡対応者：

災 害 内 容 □ 地震 □ 津波 □ 大雨 □ その他（　　　　　　　　　）

施 設 の 稼 働 状 況 □ 運転中 □ 停止 □ その他（　　　　　　　　　）

施 設 の 状 況 □ 損傷なし □ 全壊 □ 半壊 □ 一部破損

火 災 又 は 爆 発 □ 無し □ 炎上中 □ 爆発有 □ 鎮火済

電　　気 □ 問題なし □ 使用不可 □ その他（　　　　　　　　　）

水　　道 □ 問題なし □ 使用不可 □ その他（　　　　　　　　　）

都市ガス □ 問題なし □ 使用不可 □ その他（　　　　　　　　　）

施設被害の詳細な状況：(健全な場合は、受入れ可能量）

復 旧 目 処 約 時間・日・不明

ごみピット残容量 残容量率： 割（％） 残日数

収 集 運 搬 状 況 □ 可能 □ 一部可能 □　不可能

※組合との連絡の場合は、収集運搬を⾏っている市町村にも収集運搬に問題がないか確認すること
支援の必要性 □ なし

□ 有り（具体的に）

備　考 ：

（焼却・粗大ゴミ・資源化・最終処分場）

ラ イ フ ラ イ ン

大阪府環境農林水産部 循環型社会推進室 資源循環課



 

資料７ し尿処理体制に関する被災状況等報告 

 
年  月  日 

大阪府健康医療部環境衛生課長 様 
大阪府災害対策本部長 
[健康医療部環境衛生課扱い] 

      市町村災害対策本部長 

 

し尿処理体制に関する被災状況等報告（第  報） 

 
   年  月  日  時  分に発生した災害（地震・台風・降雨・その他

（   ））によるし尿処理体制に関する被災状況等は、以下の通りです。 
点検日時 年   月   日 

し
尿
処
理
施
設 

施設名  

所在地  

被災状況 

施設の稼働 
□支障なし □一部不能 （処理能力  kL/日） 

□不能  □不明 □調査中 

処理設備 □無 □有（状況            ） 

処理付帯設備 □無 □有（状況            ） 

建  屋 □無 □有（状況            ） 

その他 □無 □有（状況            ） 

電話・職員の確保 □支障なし  □支障あり 

し尿等の受

入 

支援要請 □無 □有（約  kL/日） 

支援協力体制 
□可 （約  kL/日） □不可

（         ） 

下
水
道 

支援協力体

制 

(し尿等の受

入) 

単独公共下水道 
□可 （約   kL/日）  □不可

（       ） 

前処理施設 
□可 （約   kL/日）  □不可

（       ） 

収
集
運
搬 

被災状況 収集運搬体制 

□支障なし 

□支障あり（バキューム車等収集運搬車 約  

台） 

支援協力体

制 

バキューム車等収集運搬

車 
□可 （約  台） □不可（         ） 

連絡担当者 

担当部局課  

職名・氏名  

電話 （内線；     ） 

FAX  

E-mail  

＊なお、報告内容に変更が生じた場合は、その都度報告して下さい。 



資料８　一般廃棄物処理施設の被災状況調書 （ 災害内容 ： □地震、 □津波、 □大雨、 □その他 [　　　　　　　　　　] ） 報告日　　　　　年　　　月　　　日

運
転
中

停
止

そ
の
他

損
傷
な
し

全
壊

半
壊

一
部
破
損

な
し

炎
上
中

鎮
火
済
み

爆
発
あ
り

問
題
な
し

使
用
不
可

問
題
な
し

使
用
不
可

問
題
な
し

使
用
不
可

可
能

一
部
可
能

不
可
能

無し 有り（具体的に）

東工場第一工場　1号炉 150

東工場第一工場　2号炉 150

粗大ごみ処理施設 東工場第一破砕施設 100 -

東工場第二工場　1号炉 230

東工場第二工場　2号炉 230

粗大ごみ処理施設 東工場第二破砕施設 50 -

臨海工場　1号炉 225

臨海工場　2号炉 225

粗大ごみ処理施設 臨海工場破砕設備 16 -

南工場　1号炉　 150

南工場　2号炉 150

南工場　3号炉 150

不燃物処理・資源化施設 リサイクルプラザ 30 -

最終処分地 南部処理場（新処分地） 埋立中 -

南部処理場（旧処分地） 終了 -

ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ　１号炉 60

ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ　２号炉 60

ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ　３号炉 60

粗大ごみ処理施設 粗大ごみ不燃物処理施設 30 -

資源循環ｴﾈﾙｷﾞｰｾﾝﾀｰ　１号炉 240

資源循環ｴﾈﾙｷﾞｰｾﾝﾀｰ　２号炉 240

粗大ごみ処理施設 破砕選別工場 85 -

ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ　第一工場 1号炉 150

ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ　第一工場 2号炉 150

ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ　第一工場 3号炉 150

ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ　第二工場　1号炉 180

ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ　第二工場　2号炉 180

粗大ごみ処理施設 ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ　破砕施設 75 -

埋立処分地 高槻ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ　最終処分場 埋立中 -

焼却施設 ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ　第４号炉 142 A重油

粗大ごみ処理施設 ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ　破砕施設 75 -

不燃物処理・資源化施設 ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ不燃物処理資源化施設 30 -

焼却施設 穂谷川清掃工場第３プラント 200 A重油

粗大ごみ処理施設
（H25.3末休止）

穂谷川清掃工場粗大ごみ処理施設 75 -

東部清掃工場　１号炉 120

東部清掃工場　２号炉 120

粗大ごみ処理施設 東部清掃工場粗大ごみ処理施設 39 -

最終処分地 一般廃棄物最終処分場 終了 -

支援の必要性

備考

火　　災 電気 水道 都市ガス
使
用
燃
料

施設被害の詳細な状況
（損傷がない場合は、受入

れ可能量）

市町村・
一部事務組合
名

施設の種類 施設名

処理
能力
(t/
日）

施設の稼働
状況

施設の状況

復旧め
ど

(期間）

ごみ
ピット

の残日
数

(日）

収集運搬状
況

コーク
ス、都
市ガス

焼却施設
（H26.3末休止）

A重油

池田市
焼却施設 灯油

堺市

焼却施設 A重油

焼却施設
都市ガ
ス

焼却施設

吹田市
焼却施設

都市ガ
ス

高槻市

焼却施設

灯油

灯油

守口市

枚方市
焼却施設

都市ガ
ス



運
転
中

停
止

そ
の
他

損
傷
な
し

全
壊

半
壊

一
部
破
損

な
し

炎
上
中

鎮
火
済
み

爆
発
あ
り

問
題
な
し

使
用
不
可

問
題
な
し

使
用
不
可

問
題
な
し
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用
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能

不
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無し 有り（具体的に）

支援の必要性

備考

火　　災 電気 水道 都市ガス
使
用
燃
料

施設被害の詳細な状況
（損傷がない場合は、受入

れ可能量）

市町村・
一部事務組合
名

施設の種類 施設名

処理
能力
(t/
日）

施設の稼働
状況

施設の状況

復旧め
ど

(期間）

ごみ
ピット

の残日
数

(日）

収集運搬状
況

環境衛生ｾﾝﾀｰ　第１工場　１号炉 150

環境衛生ｾﾝﾀｰ　第２工場　１号炉 150

環境衛生ｾﾝﾀｰ　第２工場　２号炉 150

粗大ごみ処理施設 環境衛生ｾﾝﾀｰ　粗大ごみ処理施設 75 -

茨木市南目垣三丁目222-1他 終了 -

茨木市南目垣三丁目417他 終了 -

不燃物処理・資源化施設 八尾市立リサイクルセンター 56 -

埋立処分地 八尾市一般廃棄物最終処分場 埋立中 -

ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ　1号炉 180

ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ　2号炉 180

粗大ごみ処理施設 ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ　破砕施設 82 -

不燃物処理・資源化施設 ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ　不燃物処理資源化施設 25 -

松原市 不燃物処理・資源化施設 廃プラスチック処理施設 4.9 -

環境ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ　A号炉 135

環境ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ　B号炉 135

粗大ごみ処理施設 環境ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ内 28.5 -

不燃物処理・資源化施設 箕面市立リサイクルセンター 10 -

埋立処分地 止々呂美残灰処理場 埋立中 -

環境ｾﾝﾀｰ　第４号炉 144

環境ｾﾝﾀｰ　第５号炉 156

粗大ごみ処理施設 環境ｾﾝﾀｰ　粗大ごみ処理施設 30 -

不燃物処理・資源化施設 クリーンセンターリサイクルプラザ 40 -

環境ｾﾝﾀｰ　第３号炉 90

環境ｾﾝﾀｰ　第４号炉 90

藤井寺市 不燃物処理・資源化施設 不燃物処理資源化施設 4 -

交野市 不燃物処理・資源化施設 資源ごみ選別施設 4 -

清掃工場　１号炉 23

清掃工場　２号炉 23

粗大ごみ処理施設 清掃工場　粗大ごみ処理施設 6 -

焼却施設 ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ 30 灯油

粗大ごみ処理施設 粗大ごみ破砕処理施設 5 -

不燃物処理・資源化施設 ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ 1 -

環境ｾﾝﾀｰ　A号炉 61.5

環境ｾﾝﾀｰ　B号炉 61.5

粗大ごみ処理施設 環境ｾﾝﾀｰ 16 -

焼却施設 美化ｾﾝﾀｰ 50 A重油

不燃物処理・資源化施設 リサイクルセンター 0.39 -

埋立処分地 終了 -

門真市

焼却施設
都市ガ
ス

摂津市 焼却施設 灯油

八尾市

寝屋川市

焼却施設 灯油

箕面市

焼却施設 灯油

茨木市

焼却施設
コーク
ス、都
市ガス

埋立処分地

岬町

島本町
焼却施設 A重油

忠岡町

熊取町
焼却施設（交互運転） 灯油
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中
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し
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し
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用
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無し 有り（具体的に）

支援の必要性

備考

火　　災 電気 水道 都市ガス
使
用
燃
料

施設被害の詳細な状況
（損傷がない場合は、受入

れ可能量）

市町村・
一部事務組合
名

施設の種類 施設名

処理
能力
(t/
日）

施設の稼働
状況

施設の状況

復旧め
ど

(期間）

ごみ
ピット

の残日
数

(日）

収集運搬状
況

ごみ焼却施設１号炉 175

ごみ焼却施設２号炉 175

ごみ焼却施設３号炉 175

粗大ごみ処理施設 リサイクルプラザ 53 -

不燃物処理・資源化施設 リサイクルプラザ 81 -

泉北ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ　１号炉 150

泉北ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ　２号炉 150

泉北ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ　５号炉 150

粗大ごみ処理施設 粗大ごみ処理施設 40 -

不燃物処理・資源化施設 資源ごみ小型選別施設 25 -

埋立処分地 松尾寺山最終処分場 -

焼却施設 柏羽藤ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ　１号炉 150

焼却施設 柏羽藤ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ　２号炉 150

焼却施設 柏羽藤ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ　３号炉 150

粗大ごみ処理施設 粗大ごみ処理施設 50 -

不燃物処理・資源化施設 不燃物処理資源化施設 20 -

不燃物処理・資源化施設 ペットボトル減容化施設 1.5 -

埋立処分地 雁多尾畑最終処分場 埋立中 -

焼却施設 第２事業所　１号炉 80

焼却施設 第２事業所　２号炉 80

焼却施設 第２事業所　３号炉 80

粗大ごみ処理施設 粗大ごみ処理施設 50 -

第三工場　１号炉 200

第三工場　２号炉 200

第三工場　３号炉 200

第四工場　１号炉 300

第四工場　２号炉 300

第四工場破砕設備 5 -

破砕工場 150 -

不燃物処理・資源化施設 ペットボトル減容施設 4.9 -

清掃工場　１号炉 90

清掃工場　２号炉 90

豊中市
伊丹市
クリーン
ランド

焼却施設 灯油

泉北環境
整備施設組
合

焼却施設
都市ガ
ス

四條畷市交野
市清掃施設組
合

焼却施設 A重油

柏羽藤
環境事業組
合

灯油

泉佐野市田
尻町
清掃施設組
合

灯油

東大阪都市
清掃施設組
合

焼却施設

A重油

灯油

粗大ごみ処理施設
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支援の必要性

備考

火　　災 電気 水道 都市ガス
使
用
燃
料

施設被害の詳細な状況
（損傷がない場合は、受入

れ可能量）

市町村・
一部事務組合
名

施設の種類 施設名

処理
能力
(t/
日）

施設の稼働
状況

施設の状況

復旧め
ど

(期間）

ごみ
ピット

の残日
数

(日）

収集運搬状
況

ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ　１号炉 177

ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ　２号炉 177

ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ　３号炉 177

不燃性粗大ごみ回転式破砕処理施設 22 -

可燃性粗大ごみせん断式処理施設 19 -

ペットボトル資源化設備 2 -

びん・缶資源化設備 31 -

第１清掃工場　１号炉 150

第１清掃工場　２号炉 150

粗大ごみ処理施設 第１清掃工場　粗大ごみ処理施設 50

第２清掃工場　１号炉 95

第２清掃工場　２号炉 95

粗大ごみ処理施設 第２清掃工場　粗大ごみ処理施設 35

清掃工場　１号炉 95

清掃工場　２号炉 95

粗大ごみ処理施設 清掃工場内 20 -

不燃物処理・資源化施設 不燃物処理資源化施設 20 -

北河内4市リ
サイクル施
設組合

不燃物処理・資源化施設 北河内4市リサイクルプラザ 53 -

住之江工場　1号炉 300

住之江工場　2号炉 300

鶴見工場　1号炉 300

鶴見工場　2号炉 300

西淀工場　1号炉 300

西淀工場　2号炉 300

八尾工場　1号炉 300

八尾工場　2号炉 300

舞洲工場　1号炉 450

舞洲工場　2号炉 450

粗大ごみ処理施設 舞洲工場 170 -

平野工場　1号炉 450

平野工場　2号炉 450

東淀工場　1号炉 200

東淀工場　2号炉 200

埋立処分地 北港廃棄物埋立処分地 埋立中 -

国崎ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ　１号炉 117.5

国崎ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ　２号炉 117.5

粗大ごみ処理施設 国崎ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ 63

合　　　　計

大阪市・八尾
市・松原市環
境施設組合

焼却施設 灯油

焼却施設 灯油

焼却施設 灯油

焼却施設 灯油

焼却施設

岸和田市貝
塚市
清掃施設組
合

焼却施設 灯油

粗大ごみ処理施設

不燃物処理・資源化
施設

(府外）
猪名川上流
広域ごみ処
理施設組合

焼却施設

南河内環境
事業組合

焼却施設 灯油

焼却施設
灯油

泉南清掃
事務組合

焼却施設 灯油

焼却施設
都市ガ
ス

焼却施設
都市ガ
ス

都市ガ
ス



資料９　し尿処理施設等の被災状況調書 （ 災害内容 ： □地震、 □台風、□降雨、 □その他 [　　　　　　　　　　] ） 報告日　　　　　年　　　月　　　日

支
障
な
し

（
　
k
L
/
日

）

一
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能

不
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査
中

無

（
　
　
　
　
　

）

有 無

（
　
　
　
　
　

）

有 無

（
　
　
　
　
　

）

有 無

（
　
　
　
　
　

）

有

（
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/
日

）

可

（
　
　
　

）

不
可

可

（
　
台

）

不
可

支
障
な
し

（
　
台

）

支
障
あ
り

可

（
　
台

）

不
可

担当部局
課

職名
氏名

電話 FAX E-mail

大阪市
単独公共下水道（１２）
前処理施設（１）

× ○

堺市
単独公共下水道（３）
前処理施設（２）

× ○

岸和田市
天の川浄苑
単独公共下水道（２）

○
磯上町3-4-1
0724(39)4333

一次処理 150 ○

豊中市 単独公共下水道（１） × ○

池田市 単独公共下水道（１） × ○

吹田市 単独公共下水道（２） × ○

泉大津市 組合 × ×

高槻市 前処理施設（１） × ○

貝塚市 衛生事業所
王子261
0724(22)6279

好気 158 ×

守口市 単独公共下水道（１） × ○ 門真市に委託

枚方市 淀川衛生工場 ○
出口2-30-1
072(832)4012

高負荷 267 ×

茨木市 前処理施設（１） × ○

八尾市 衛生処理場 ○
上尾町8-24-1
072(922)3236

高負荷 275 ×

泉佐野市 組合 × ×

富田林市 組合 × ×

寝屋川市 緑風園(一部休止) ○
讃良東町7-1
072(823)7758

好気 150 ×

河内長野市
衛生処理場
単独公共下水道

○
高向2092
0721(62)5522

 膜分離高負荷 36 ○

松原市 前処理施設（１） × ○

大東市 前処理施設（１） × ○

和泉市 組合 × ×

箕面市 前処理施設（１） × ○

柏原市 組合 × ×

羽曳野市 組合 × ×

門真市 浄化センター ○
三ツ島3-14-51
072(881)0439

標脱 110 ×

摂津市 × ×
し尿：豊能、
浄化槽汚泥：茨木市へ委託

高石市 組合 × ×

藤井寺市 組合 × ×

東大阪市 前処理施設（１） × ○

泉南市 双子川浄苑 ○
信達大苗代157
0724(83)2217

好一段 100 ×

四條畷市
単独公共下水道（１）
前処理施設（１）

× ○ 門真市へ委託

交野市  乙辺浄化センター（一部休止） ○
星田北1-7-5
072(892)2472

標脱 65 ×

大阪狭山市 組合 × ×

阪南市 はんなん浄化センターMIZUTAM○
下出326
072（472）5777

膜分離高負荷 74 ×

島本町 衛生化学処理場 ○  高槻市東上牧3-6-7072(669)01化学 34 ×

豊能町 衛生センター ○
木代232
072(739)1522

高負荷 7 ×

能勢町
能勢町し尿処理施設
単独公共下水道（１）

○
下田119-31
072(731)3089

膜分離高負荷脱窒 21 ○

忠岡町 し尿処理場 ○
新浜2-5-46
072(437)0706

好気 18 ×

熊取町 大原衛生公苑 ○
野田4-2063
0724(52)3261

高負荷酸化 70 ×

田尻町 組合 × ×

岬町 岬町美化ｾﾝﾀｰし尿処理施設 ○
多奈川谷川1004
072(495)5090

標脱 50 ×

太子町 組合 × ×

河　南　町 組合 × ×

市町村・
一部事務組合名

施設名等 処理能
力

(ｋL/日）
処理方式

所在地
電話番号

し尿処理施設

施設の稼働

備考

連絡担当者
処理設備 その他建屋

処理付帯
設備

収集運搬

被災状況
支援協
力体制

単独公共下水
道

前処理
施設

下水道
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）
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（
　
　
　
　
　

）

有

（
　
k
L
/
日

）

可

（
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（
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可
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し

（
　
台

）

支
障
あ
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可

（
　
台

）

不
可

担当部局
課

職名
氏名

電話 FAX E-mail

市町村・
一部事務組合名

施設名等 処理能
力

(ｋL/日）
処理方式

所在地
電話番号

し尿処理施設

施設の稼働

備考

連絡担当者
処理設備 その他建屋

処理付帯
設備

収集運搬

被災状況
支援協
力体制

単独公共下水
道

前処理
施設

下水道

千早赤阪村 組合 × ×

泉北環境整備施設組合 第１事業所 ○
泉大津市汐見町98
0725(32)5491

低希釈高負荷酸化 200 ×

南河内環境事業組合 資源再生センター ○
大阪狭山市東池尻6-1622-1
072(365)0471

膜分離高負荷 200 ×

柏羽藤環境事業組合 芝山処理場 ○
柏原市国分市場1-11-35
0729(77)3500

高負荷脱窒素酸化 290 ×

  泉佐野市田尻町清掃施設組合 第一事業所 ○
泉佐野市6780
072(464)5211

好気 180 ×

合　　　　計



資料10　震災等災害廃棄物連絡記録表　

記 録 者 名

受 信 日 時 等 平成 年 月 日 （　　　） 　　：

市 町 村 名

仮 置 場 所 在 地 等 所在地：

相 手 の 氏 名 【参考】他の連絡対応者：

災 害 内 容 □ 地震 □ 津波 □ 大雨 □ その他（　　　　　　　）

廃 棄 物 の 搬 入 状 況 □
搬入中
（　月　 日
より ）

□
休止
（　月　 日
より ）

□
停止
（　月　 日
より ）

□ その他（　　　　　　　）

搬 入 廃 棄 物 量 （約　　　　　　）トン／日 合計　（約　　　　　　　　　）トン

分 別 状 況 □ 分別あり　（　　　　区分） □ 分別なし □ その他（　　　　　　　）

有害廃棄物等の状況 □ あり　 □　なし

火 災 等 の 状 況 □ 火災 （現状　　　　　　　） □ 爆発 （現状　　　　　　　） □　なし

環 境 対 策 （概要）

環 境 モ ニ タ リ ン グ □ あり □　なし

□ 搬出中　（　月　日より） □ 搬出予定　（　月　日より） □　なし

搬出（予定）量　　 （約　　　　　　）トン／日 合計　（約　　　　　　　　）トン

支援の必要性 □ なし

□ 有り（具体的に）

備　考 ：

面積：　　　　　　　

□有害物　□危険物　□腐敗物
□処理困難物　□家電リサイクル対象物
□その他（　　　　　　　　　　）

□大気　□粉塵　□アスベスト　□臭気
□騒音　□振動　□土壌　□水質
□その他（　　　　　　　　　　）

二次仮置場への搬出

大阪府環境農林水産部 循環型社会推進室 資源循環課 



資料11　災害廃棄物受入調査表

送 信 日 時 平成 年 月 日 （　　　） 　　：

市 町 村 名 ・ 所 属

担 当 者 名 ・ 連 絡 先 職・氏名 連絡先（ＴＥＬ）

受 入 施 設 名

施 設 所 在 地

区 分

種 類 金属くず

処 理 方 法

受 入 日 量 （ ｔ ／ 日 ）

受 入 期 間
（年月日～ 年月 日）

受 入 総 量 （ ｔ ）

受 入 条 件
（ 大 き さ 、 性 状 等 ）

備　考 ：

（留意事項等）

可燃物 不燃物

木くず 廃プラ等 コンクリートがら その他



 
 
 
 

参考資料１―④ 

兵庫県 様式 
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yuusuke.kousaka
テキストボックス
協定書例　資料②
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【技1-9-1】 【7【

yuusuke.kousaka
テキストボックス
協定書例　資料③
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【技1-9-1】 【9【

yuusuke.kousaka
テキストボックス
協定書例　資料④





 
 
 
 

参考資料１―⑤ 

関西広域連合 様式 

 
 
 
 
 
 
 





様式

213

（様式１）

（災害等の名称）における関西府県・政令市の体制及び被害状況

年 月 日 時現在

○○県

災害警戒本部
（○月○日○時○分設置）

災害対策本部
（○月○日○時○分設置）

17 28 4 53 6 15 226 186 6,183 28,467 119 215

滋賀県
（ 月 日 時 分設置）

京都府
（ 月 日 時 分設置）

京都市
（ 月 日 時 分設置）

大阪府
（ 月 日 時 分設置）

大阪市
（ 月 日 時 分設置）

堺市
（ 月 日 時 分設置）

兵庫県
（ 月 日 時 分設置）

神戸市
（ 月 日 時 分設置）

和歌山県
（ 月 日 時 分設置）

徳島県
（ 月 日 時 分設置）

鳥取県
（ 月 日 時 分設置）

福井県
（ 月 日 時 分設置）

三重県
（ 月 日 時 分設置）

奈良県
（ 月 日 時 分設置）

※1 可能な限り内容を明記すること。

※2 前回からの変更箇所には下線を付けること。

自
主
避
難

人的被害

負
傷
者
（
人
）

全
壊
（
棟
）

指
示
に
よ
る
避
難

避
難
勧
告
、

避
難

避
難
準
備
情
報
、

床
下
浸
水
（

棟
）

体 制

死
者
（
人
）

備 考

床
上
浸
水
（

棟
）

（
世
帯
）

半
壊
（
棟
）

行
方
不
明
者
（

人
）

一
部
破
損
（

棟
）

被 害 状 況

合 計

連
携
県

団体名

（
人
）

区分

関
西
広
域
連
合

構
成
団
体

（
人
）

（
世
帯
）

避難状況
住家被害

記入例





 
 
 
 

参考資料２ 

手順をもとにした様式の検討 

 
 
 
 
 
 
 





（参考資料２）標準的な手順をふまえた必要な情報と様式

被災市町村 被災府県 応援府県（市町村も含む） 国（本省、環境事務所、整備局等） 民間団体 必要な情報及び様式の検討
災害廃棄物担当部門 災害廃棄物担当部門 災害廃棄物担当部門 災害廃棄物担当部門 （産廃協会等）

1 １．災害廃棄物処理体制の確立
2 （１）各組織内の災害廃棄物処理体制の確立

3 直後～ ①組織の立ち上げ・指揮命令
系統の確立

災害廃棄物処理組織（専門チーム）の立ち上げ 災害廃棄物処理組織（専門チーム）の
立ち上げ

災害廃棄物処理に関する応援組織の立
ち上げ

災害廃棄物処理に関する応援組織の立
ち上げ

各団体内の災害対応体制の確立 －

4 責任者、担当者の決定 責任者、担当者の決定 責任者、担当者の決定 責任者、担当者の決定 責任者、担当者の決定 －

5 府県全体の受援窓口の設置 カウンターパート方式により応援府県
を決定（関西広域連合）

中央省庁における体制の確立 －

6 現地対策本部の設置 －

7 ②組織内部・外部との連絡手
段の確保

組織内部・外部の連絡先と連絡手段の確認 組織内部・外部の連絡先と連絡手段の
確認

組織内部・外部の連絡先と連絡手段の
確認

組織内部・外部の連絡先と連絡手段の
確認

－

8 ③住民等への啓発・広報窓口
の確保

災害廃棄物に関する啓発・広報について、広報
部局と調整・連携

災害廃棄物に関する啓発・広報につい
て、広報部局と調整・連携

－

9 ボランティア窓口について、担当部局や社会福
祉協議会等と調整・連携

ボランティア窓口について、担当部局
や社会福祉協議会等と調整・連携

－

10 （２）被災状況等の把握・共有

11 直後～ ①全般的な被災状況の把握 市町村内の人的被害、建物被害の把握 府県内の人的被害、建物被害の把握 被災府県の被災状況等の把握 被災府県の被災状況等の把握 各団体内の事業者の被災状況等の把握 被害状況（⼈、住家、避難）把握様式

12 市町村内の避難所、避難人員情報の把握 被害状況（⼈、住家、避難）把握様式
13 市町村内のライフライン、道路の被災状況の把

握
－

14 ②廃棄物処理施設等の被災状
況の把握

市町村内の一般廃棄物等処理施設の被災状況の
把握

⼀般廃棄物処理施設被害状況様式

15 市町村内の産業廃棄物等処理施設の被災状況の
把握

府県内の産業廃棄物処理施設の被災状
況の把握

産業廃棄物処理施設被害状況様式

16 収集運搬車両の被災状況の把握 －
17 ③処理困難廃棄物等の被災状

況の把握
市町村内の処理困難廃棄物（畳、タイヤ、漁
具・漁網、石膏ボード等）の被災状況の把握

－

18 市町村内の危険物、有害物（消防法上の危険
物、揮発性有機化合物、農薬等）の被災状況の
把握

処理困難物の適正処理ルートの提示 －

19 ④仮置場候補地の被災状況の
把握・確保

市町村の仮置場（一次・二次）候補地の被災状
況の把握・確保

府県内の二次仮置場候補地の被災状況
の把握・確保（事務委託を念頭に置く
場合）

－

20 ⑤民間事業者の被災状況の把
握

協定締結先事業者（団体）の被災状況の把握 協定締結先事業者（団体）の被災状況
の把握

各団体の会員事業者の被災状況、協力
可能性について、収集できた範囲で随
時協定締結先の被災府県市町村に報告

協定締結事業者被害状況様式

21 ⑥被災状況の連絡・共有 市町村内の被災状況を府県に連絡 府県内の市町村の被災状況を集約 上記の複数様式
22 府県内の被災状況を国に連絡 府県内の被災状況を国に連絡 被災府県及び非被災府県（応援府県を

含む）の被災状況を集約し、国、関係
府県で共有

国に報告する様式

23 （３）関係者との連携体制の確立

24 当日
～数日

①関係府省との連携体制の確
立

散乱している災害廃棄物の撤去等、緊急的に行
うべき事項の把握

散乱している災害廃棄物の撤去等、緊
急的に行うべき事項の把握

散乱している災害廃棄物の撤去等、緊
急的に行うべき事項の把握

－

25 関係府省と、実施事項について調整 関係府省と、実施事項について調整 関係府省と、実施事項について調整 －

26 ②自治体・国の応援 人員・資機材の応援が必要か検討 －
27 （応援が必要な場合）

近隣市町村等への応援要請
自府県内の応援可能な人的、物的資源
の情報を集約

ブロック内の非被災府県の応援可能な
人的、物的資源の情報を集約

被災市町村→被災府県→応援府県⼜は国、被災市町村→
応援市町村向けの応援要請書
上の要請に対する回答

28 （応援が必要な場合）
府県、協定締結先、自治体への応援要請

府県内市町村の応援要請を集約 必要に応じて先発隊を派遣し、情報を
収集

必要に応じて先発隊を派遣し、情報を
収集

被災市町村→被災府県→応援府県⼜は国、被災市町村→
応援市町村向けの応援要請書
上の要請に対する回答

29 人員・資機材の応援が必要か検討 －
30 （応援が必要な場合）

国、協定締結先、自治体への応援要請
ブロック内外の広域的な応援に係る検
討・調整

被災市町村→被災府県→応援府県⼜は国、被災市町村→
応援市町村向けの応援要請書
上の要請に対する回答

31 ③民間事業者との連携体制の
確立

協定締結先事業者（団体）への協力要請 協定締結先事業者（団体）への協力要
請（被災市町村への協力要請含む）

－

32 具体的な応援内容等に係る調整 具体的な応援内容等に係る調整 具体的な応援内容等に係る調整 －
33 ④広域連携体制の確立 受援体制の整備 受援体制の整備 府県等職員を被災地に派遣 D.Waste-Netの枠組を活用し、国職員、

有識者等を被災地に派遣
－

34 災害廃棄物処理の緊急対応の助言

発災から
の時間

被災府県の応援を念頭に置き、利用可
能な一般廃棄物関連施設、収集運搬車
両等の自府県内の状況を確認

被災府県の応援を念頭に置き、ブロッ
ク内の非被災府県の利用可能な一般廃
棄物関連施設、収集運搬車両等の状況
を確認



被災市町村 被災府県 応援府県（市町村も含む） 国（本省、環境事務所、整備局等） 民間団体 必要な情報及び様式の検討
災害廃棄物担当部門 災害廃棄物担当部門 災害廃棄物担当部門 災害廃棄物担当部門 （産廃協会等）

35 ２．緊急性の高い災害廃棄物等の処理
36 （１）一般廃棄物処理施設等の安全性の確認及び補修

37 当日
～数日

施設・車両等の安全性、利用可否の確認 府県内の一般廃棄物処理・し尿施設等
の被災状況の集約

－

38 必要に応じて応急修理・補修の実施 －
39 大規模復旧作業が必要な場合は、時期を見て実

施
－

40 今後想定される主な収集運搬ルートの被災状況
の整理

－

41 現時点で安全性の確認できる収集運搬ルートの
抽出・整理

－

42 （２）仮設トイレ等のし尿の収集運搬、処理

43 当日
～数日

①仮設トイレ等の需要の把握 避難所数、避難者数の把握 府県内の避難所数、避難者数の把握 仮設トイレ等の確保に係る調整 －

44 断水状況、下水道使用状況の把握（トイレを使
用できない被災市町村民数の把握）

－

45 仮設トイレ設置箇所及び必要数の推計 －
46 ②仮設トイレ等の確保、運用 仮設トイレの確保（備蓄分、不足調達分、備品

類）
保健衛生部門職員の応援派遣の検討 保健衛生部門職員の応援派遣の検討 －

47 仮設トイレの搬送・設置 レンタル業者等は仮設トイレ等の必要
備品を提供

－

48 設置後の仮設トイレの管理体制、収集体制、処
理体制の確保

－

49 し尿のくみ取りに係る応援要請の検討 し尿くみ取り処理施設に係る府県内他
地域からの応援調整

し尿くみ取りに係る応援 被災市町村→被災府県→応援府県⼜は国、被災市町村→
応援市町村向けの応援要請書
上の要請に対する回答

50 （３）避難所ごみの収集運搬、処理

51 当日
～数日

①避難所ごみ対策の検討、方
針決定

避難所ごみの処理方針、分別方針の確認 避難所ごみのほか、生活ごみの発生の
状況を踏まえ、ごみ収集に必要な収集
トラック等の確保に係る調整

－

52 ②避難所ごみ対策の実施 避難所ごみの避難所内一時保管場所の確保 －

53 避難所ごみの収集運搬体制、処理体制の確立
（通常の収集運搬体制との連携含む）

－

54 人的・物的応援が必要か検討（通常の収集運搬
体制との連携含む）

被災市町村→被災府県→応援府県⼜は国、被災市町村→
応援市町村向けの応援要請書
上の要請に対する回答

55 悪臭、害虫対策（殺虫剤、脱臭剤等の散布） 助言、資機材等の確保・提供 悪臭・害虫関連団体による対策の実施 －

56 ごみ収集の方法等について周知 －
57 避難所における感染性廃棄物等への対応 保健衛生部門職員の応援派遣の検討 保健衛生部門職員の応援派遣の検討 その他職員の応援要請

58 （４）生活ごみの収集運搬、処理

59 当日
～数日

①生活ごみ処理方針の検討 生活ごみの処理方針の確認、方針決定 －

60 ②生活ごみ対策の実施 ごみステーションの利用状況の把握 被災市町村→被災府県→応援府県⼜は国、被災市町村→
応援市町村向けの応援要請書
上の要請に対する回答

61 ごみステーションの収集車両の確保・収集実施 都市規模に応じた事例の提供と助言 －

62 ③生活ごみの排出・収集方法
に関する広報

生活ごみ収集時期、ごみ出しルール（分別等）
について周知

－

63 （５）片づけごみ等の収集運搬、処理

64 当日
～数日

片づけごみの処理方針、分別方針の確認 －

65 収集ルート上にある被災者片づけごみの対応の
検討

－

66 ②片づけごみ対策の実施 片づけごみ一時集積場の設置状況の把握 －

67 一時集積場の収集車両の確保・収集実施 都市規模に応じた事例の提供と助言 －

68 ③片づけごみの排出・収集方
法に関する広報

利用可能な一時集積場及びごみ出しルール（分
別等）について周知

市町村の一時集積場に係る情報の集約 －

69 （６）腐敗性廃棄物への対応（発生した場合）

70 当日
～数日

①腐敗性廃棄物関連施設の被
災状況の把握

市町村内の水産物関連施設等の被災状況の把握 市と連携した水産物関連施設等の被災
状況の把握

－

71 被災施設の衛生状態の確認 市町村の被災状況の集約

72 腐敗性廃棄物処理の実施

73 海洋投棄の実施に係る検討（必要な場合は府県
に要請）

（必要があれば）海洋投棄について、
市町村、国と調整

海洋投棄について可否判断、必要な応
援策（船舶の確保等）の実施

魚あら等再資源化回収受入れの可能性
に係る情報の提供

②腐敗性廃棄物の処理の実施

発災から
の時間

プッシュ型支援（被災自治体からの具体的な要請を待たずに、被災地に人員・
資機材を派遣する応援）に係る検討・調整

プッシュ型支援（被災自治体からの具体的な要請を待たずに、被災地に人員・
資機材を派遣する応援）に係る検討・調整

ボランティア、応援自治体、国によるごみステーションの状況の把握
プッシュ型支援（被災自治体からの具体的な要請を待たずに、被災地に人員・
資機材を派遣する応援）に係る検討・調整

ボランティア、応援自治体、国による一時集積場の状況の把握
プッシュ型支援（被災自治体からの具体的な要請を待たずに、被災地に人員・
資機材を派遣する応援）に係る検討・調整

③避難所ごみの排出方法等に
関する広報

①片づけごみ対策の検討、方
針決定

①一般廃棄物・し尿処理施設
等の安全性の確認、補修

②収集運搬ルートの被災状況
の把握・安全性の確認



被災市町村 被災府県 応援府県（市町村も含む） 国（本省、環境事務所、整備局等） 民間団体 必要な情報及び様式の検討
災害廃棄物担当部門 災害廃棄物担当部門 災害廃棄物担当部門 災害廃棄物担当部門 （産廃協会等）

74 ３．本格的な災害廃棄物の処理
75 （１）災害廃棄物発生量、処理可能量等の推計

76 数日～
１週間後

①災害廃棄物発生量の推計 市町村内の建物被害状況の把握（再確認） 府県内の建物被害状況の把握（再確
認）

被災府県、被災市町村に推計方法等に
ついて助言

－

77 市町村内災害廃棄物の発生量の推計 府県内災害廃棄物の発生量の推計（特
に中小規模の被災市町村を優先）

－

78 推計量を府県に報告 市の発生推計量が自らの推計量と異な
る場合、どちらの推計量をもとにこの
あとの対策を講じるかを検討

－

79 府県内の発生推計量を府県内市町村、
国に伝達

－

80 ②災害廃棄物処理可能量の推
計

市町村内施設（一廃、産廃）の被災状況をふま
え、処理能力（処理可能量）の推計

処理可能量の推計について助言 －

81 対応可能な収集運搬用車両台数の把握 解体・運搬・処理に係る対応可能な人
員数、車両台数、処理施設の把握

82 災害廃棄物の組成別に、市町村内での処理可能
性、市町村外への応援要請の必要性について検
討

自らの市町村内では処理しきれない市
町村への応援準備

－

83 選別・破砕・焼却等の処理工程別処理見込み量
の推計

－

84 ③処理スケジュールの検討 処理スケジュールについて助言 －

85 ④収集運搬・処理体制の確立 民間事業者との連携による収集運搬・処理体制
の確立

広域的な運搬が必要な場合、鉄道、港
湾等も含めた輸送体制の検討

自府県内で災害廃棄物を受け入れる場
合は、受入れ準備（鉄道駅、港湾、最
終処分場所等の確保、体制整備）

広域的な運搬・処理を行う際の助言、
調整

収集運搬車両の確保 －

86 必要な防護服等の確保 －

87 収集運搬順位、頻度等の検討 －

88 収集に関する住民への広報 －

89 （２）仮置場の運営

90 数日～
１週間後

①仮置場必要面積の推計 推計した災害廃棄物発生量をもとに、仮置場
（一次、二次）の必要面積を算出

府県全体で必要な二次仮置場の面積を
算出（以下、被災府県の欄には、事務
委託を念頭に置いた場合の対応も含め
て記述）

仮置場必要面積の推計について助言 －

91 二次仮置場の設置を府県に要請することについ
ての検討

事業者が有する遊休地等に関する情報
の提供

－

92 ②仮置場（一次、二次）候補
地の選定

必要面積、適正配置をふまえ仮置場候補地を選
定（時期：発災後２～３日）

必要面積、適正配置等をふまえ二次仮
置場候補地を選定（時期：倒壊家屋等
の解体・撤去開始前）

仮置場設置状況の確認 －

93 大型トラック搬出入、破砕・選別施設
設置について検討

－

94 広域的な運搬を行う場合、鉄道、港湾
へのアクセスの確保

－

95 ③仮置場候補地所有者との調
整

－

96 －

97 －

98 －

99 ④仮置場周辺住民への説明 －

100 ⑤仮置場の設計 仮置場で活用可能なコンテナ等の台数
に係る情報の提供

－

101 －

102 重機保有リスト等に係る情報の提供 －

103 －

104 仮設中間処理施設の建設等 －

発災から
の時間

処理スケジュールの決定（処理期間について、被災府県・市町村で協議の上決定）

市町村有地の場合、市町村災対本部において仮置場として使用することについて調整
（避難所、仮設住宅等の利用との調整）
その他の公有地の場合、土地所有者と使用の可否を調整
可の場合、現状確認のほか、利用期間見込み、原状復帰条件等を調整
民有地の場合、土地所有者と仮置場としての使用の可否を調整

可の場合、現状確認のほか利用期間見込み、原状復帰条件等を調整
仮置場運用計画の策定（取扱廃棄物、収集エリア、搬出入ルート、運用時間等）

仮置場候補地周辺住民、事業者に対して、仮置場として使用することを説明

受入れ品目、分別・保管方針の決定 受入れ品目、仮置場レイアウト等につ
いて助言

レイアウトの設計、必要な資機材の確保

重機等の確保

養生・仮舗装等の実施、排水溝等排水処理設備の設置（アスファルト敷鉄板等）



被災市町村 被災府県 応援府県（市町村も含む） 国（本省、環境事務所、整備局等） 民間団体 必要な情報及び様式の検討
災害廃棄物担当部門 災害廃棄物担当部門 災害廃棄物担当部門 災害廃棄物担当部門 （産廃協会等）

発災から
の時間

105 ⑥仮置場の管理・運営（本
部）

警備を含む仮置場の現地管理運営体制の確立
（事業者（団体）との連携）、以後、本部にお
いて仮置場の状況を定期的に把握

警備を含む二次仮置場の現地管理運営
体制の確立（事業者（団体）との連
携）、以後、本部において二次仮置場
の状況を定期的に把握

仮置場運営への参画 －

106 仮置場の運営方法について事業者と検討 二次仮置場の運営方法について事業者
と検討

仮置場の運営方法について、府県市町
村と協議

－

107 仮置場の設置場所をふまえた収集運搬ルート計
画の策定

－

108 府県内市町村の仮置場の状況把握、整
理

－

109 仮置場の状況の府県への報告 一次仮置場及び二次仮置場の状況の応
援府県及び国への報告

－

110 仮置場での分別・処理計画の見直しの検討 二次仮置場での分別・処理計画の見直
しの検討

－

111 検討の結果、仮置場が不足する場合、
応援府県、国へ仮置場の確保に係る応
援要請

仮置場の確保・調整 仮置場の確保・調整 －

112 再資源化先、最終処分先の検討 再資源化先、最終処分先の検討 －

113 府県外の広域処理に関する検討 －

114 ブロック内の再資源化等の協力可能性
のある事業者の選定、協力依頼（木く
ず、金属くず、コンクリートくず等の
再資源化）

協力可能な事業者に関する情報の提供 －

115 －

116 ⑦仮置場の管理・運営（現
場）

搬入・搬出台数、搬入・排出量の把握 仮置場運営の協力 －

117 不正搬入の防止 －
118 －
119 搬入出通路の渋滞予防 －
120 台風・大雨・火災対策の実施 －
121 （３）ブロック内の体制の確立

122 数日～
３週間後

①府県を超えた連携体制の確
立

府県外への応援要請の検討 －

123 （応援が必要な場合）
他府県、関西広域連合及び国への応援
要請

被災市町村・府県内で行う具体的な業
務分担に係る検討

ブロック内外の広域的な応援に係る検
討・調整（被災府県外における仮設処
理施設等の設置等）

－

124 （４）災害廃棄物処理実行計画（一次）の策定

125 １か月後～ ①事務委託の実施に係る検討 事務委託の実施に係る検討（事務委託の範囲、
経費の支弁方法等を記載した規約を作成）

事務委託に関する必要な事項について
助言

－

126 事務委託内容について府県と協議 事務委託内容について市町村と協議 －

127 事務委託に係る議会の承認 事務委託に係る議会の承認 －

128 ２か月後～ ②災害廃棄物処理実行計画
（一次）の策定、公表

市町村災害廃棄物処理実行計画（一次）の策定 府県災害廃棄物処理実行計画（一次）
の策定

計画策定に係る助言 －

129 同計画の関係機関への周知、広報 同計画の関係機関への周知、広報 －

130 （５）環境対策、火災対策の実施

131 ～３か月後 ①環境モニタリングの実施 資機材等を確保・提供するほか、有識
者を派遣して助言

－

132 －
133 ②火災対策の実施 －

モニタリングの実施

仮置場の畳・木くず・危険物等の温度管理、消火用水源の確保

仮置場運営に関する助言及び管理運営
に必要な人員・機材に関する助言

再資源化等の協力可能性のある事業者の選定、協力依頼（木くず、金属くず、コンク
リートくず等の再資源化）

仮置場に関する住民への広報（開設場所・時間、品目、条件等）

必要に応じて助言

積み上げ高さ制限の徹底、散水、堆積物の切り返し等の実施

大気質、騒音・振動、土壌、臭気、水質等のモニタリング箇所の検討、決定（環境中
のアスベスト調査等）



被災市町村 被災府県 応援府県（市町村も含む） 国（本省、環境事務所、整備局等） 民間団体 必要な情報及び様式の検討
災害廃棄物担当部門 災害廃棄物担当部門 災害廃棄物担当部門 災害廃棄物担当部門 （産廃協会等）

発災から
の時間

134 （６）倒壊家屋等の解体・撤去

135 ～３か月後 ①事前準備、関係者の確保 アスベスト含有建築物の情報の把握 －

136 作業に伴う健康対策（防塵マスク、安全靴等の
確保）の実施

－

137 危険家屋・ブロック等の緊急案件に係る検討、
実施

－

138 解体事業者、建築部局との連携 解体組合、建設業協会等における解体
方針の徹底

－

139 ②解体・撤去方針の決定 解体・撤去までのフローの作成 －
140 解体スケジュールと仮置場受入れ容量（発生

量）との調整
二次仮置場への直接搬入の検討 －

141 解体・撤去方針（リサイクルの徹底、思い出の
品対策等）の決定

－

142 解体・撤去の優先順位の決定 －

143 ③解体・撤去の実施 現地調査、所有者による確認等の後、解体・撤
去の実施

府県内市町村による実施状況の把握 被災府県による実施状況の把握 －

144 アスベスト調査の実施（事前調査） －

145 （７）災害廃棄物の分別・処理・再資源化

146 ～３か月後 ①分別・処理・再資源化の徹
底

廃棄物の種類ごとに処理方法・留意事項を確認 廃棄物の種類ごとに処理方法・留意事
項を確認

処理・再資源化事業者による処理・再
資源化条件の提示

－

147 再資源化方針、処理方法、留意事項の周知 再資源化方針、処理方法、留意事項の
周知

－

148 （８）処理困難廃棄物等の処理

149 ～３か月後 ①処理困難廃棄物の処理 受入れ方法（仮置場で受け入れるか、その他の
ルールを定めるか）の検討

市町村へ処理・処分先の情報提供 処理困難廃棄物の処分方法、受入れ先
等の助言

処理困難廃棄物受入れ可能事業者の情
報提供

－

150 受入れに向けた関連部署との連携 －

151 ②危険物、有害物の処理 受入れ方法（仮置場で受け入れるか、その他の
ルールを定めるか）の検討

市町村へ処理・処分先の情報提供 危険物、有害物の処分方法、受入れ先
等の助言

危険物、有害物受入れ可能事業者の情
報提供

－

152 受入れに向けた関連部署との連携 －
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